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インターネット開示事項 

 

１．事業報告関係 

 

(1) 当社の役員に関する事項 

     社外役員に関する事項 

   責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外取締役である小野正人氏および社外監査役である原田肇、中川威雄の２氏と、会社法第427条

第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に

基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。 

 

(2) 会計監査人の状況 

   ① 会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人 

   ② 当期に係る会計監査人の報酬等の額 

    (ｲ) 当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額    34百万円 

(ﾛ) 当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき 

金銭その他の財産上の利益の合計額          34百万円 

 

 

注記 1.  当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、(ｲ)の金額はこれらの金額を合計しており

ます。 

   2. 当社の海外子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人による監査を受けております。 

  

  ③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則として、会計監査人が職務を

適切に遂行することが困難と認められる場合、監査役会の同意を得て、または監査役会の請求により、会計監査

人の不再任を株主総会に提案いたします。 

 

(3) 業務の適正を確保するための体制 

当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した内容の概要は次のとおりであります。 

 

① 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

社内規定に従い、取締役の職務の執行に係る情報を記録、保存する。取締役および監査役は、常時これらの情

報を閲覧できるものとする。 

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

法令遵守、環境、災害、品質および輸出管理等に係るリスクについては、リスク対応責任者が、規則・ガイド

ラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、新たに生じたリスクについては、すみ

やかにリスク対応責任者を定める。さらに、社長直轄の内部監査室が、各部門の業務遂行状況について内部監査

を行う。 

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

以下の経営システムを用いて、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する。 

・ 取締役および主要な使用人を構成員とする各種主要会議における重要事項の審議 

・ 原則として月１回以上開催される取締役会における重要事項の承認と決算等の報告 

④ 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

取締役および使用人に対し、法令および定款、その他の社内規定に関する教育を実施することにより、取締役

および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する。また、反社会的勢力とは関係を持たな

いとの基本方針を取締役および使用人に周知徹底するとともに、反社会的勢力からの不当な要求に対しては、弁

護士、警察等の社外の専門家や関係機関と連携し組織的に対応する。 

⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

子会社の社長は当社社長に対し定期的にその事業の状況を報告するとともに、重要案件については事前にその

承認を得る。さらに当社取締役が子会社の取締役を兼務し、定期的に開催される取締役会に出席することで子会
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社における業務執行を管理する。また、第②項に記載したリスク対応責任者が、必要に応じ、規則・ガイドライ

ンの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を、子会社に対しても行う。 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制 

必要に応じ、監査役の職務を補助すべき使用人を置く。 

⑦ 取締役および使用人が監査役会または監査役に報告をするための体制、その他監査役の監査が実効的に行われる

ことを確保するための体制 

第③項に記載した取締役会および各種主要会議に、監査役が出席することで、取締役および使用人と、経営に

必要な情報を共有する。また、監査役会に、社長が出席することで、監査役と、経営に必要な情報を共有する。 

 

 

２．個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

   子会社および関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

   （時価のあるもの） 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により 

処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

   （時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

２．棚卸資産の評価基準および評価方法 

製品・仕掛品・・・個別法および総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

材料・・・・・・・最終仕入原価法 

貯蔵品・・・・・・先入先出法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採

用しております。 

② 無形固定資産 

  定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。 

４．引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② アフターサービス引当金 

当社商品のアフターサービス費用の発生額を売上高と期間対応させるために、過去の実績率を勘案

し計上しております。また、特定の案件については個別に必要見込額を検討して計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

(1) 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。 

(2) 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）

による定額法により費用処理しております。 

なお、未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸

借対照表と異なります。 
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５．消費税等の会計処理 

消費税等の処理は税抜方式によっております。 

 

貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 206,938 百万円 

２．保証債務残高 104 百万円 

   従業員住宅ローンに対する債務保証を行っております。 

３．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権 19,157 百万円 

長期金銭債権 150 百万円 

短期金銭債務 1,800 百万円   

 

損益計算書に関する注記  

関係会社との取引 

売上高 182,859 百万円 

仕入高 7,531 百万円 

営業取引以外の取引高 15,986 百万円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

 

当事業年度末における自己株式の種類および株式数 

普通株式 43,836,033 株 

 

税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

退職給付引当金 8,893 百万円 

減価償却費 2,897 百万円 

未払事業税                                1,784 百万円 

未払費用                                  2,671 百万円 

投資有価証券 1,146 百万円 

その他 3,663 百万円 

繰延税金資産小計 21,054 百万円 

評価性引当額 △1,156 百万円 

繰延税金資産合計 19,898 百万円 

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △1,161 百万円 

その他 △150 百万円 

繰延税金負債合計 △1,311 百万円 

繰延税金資産の純額                18,587 百万円 

 

１株当たり情報に関する注記 

 

１株当たり純資産 5,239 円 64 銭 

 

１株当たり当期純利益 444 円 56 銭 
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３．連結株主資本等変動計算書 

 

自 平成25年４月１日 

至 平成26年３月31日  

（単位：百万円） 

  株主資本 

  
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 69,014 96,268 1,261,572 △ 311,636  1,115,218 

当期変動額      

 剰余金の配当   △ 31,086  △ 31,086 

 当期純利益   110,930  110,930 

  合併による変動   △ 607  △ 607 

 自己株式の取得    △ 665  △ 665 

 自己株式の処分  2  2  4 

 株主資本以外の項目の 

 当期変動額（純額） 
     

当期変動額合計 - 2 79,237 △ 663  78,576 

当期末残高 69,014 96,270 1,340,809 △ 312,299  1,193,794 

      

その他の包括利益累計額 

 

その他 

有価証券 

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

退職給付に係る

調整累計額 

その他の包括利益

累計額合計 

少数株主持分 純資産合計

当期首残高 2,941 △ 28,899 - △ 25,958 4,869 1,094,129 

当期変動額       

 剰余金の配当      △ 31,086 

 当期純利益      110,930 

  合併による変動      △ 607 

 自己株式の取得      △ 665 

 自己株式の処分      4 

 株主資本以外の項目の 

 当期変動額（純額） 
2,171 32,037 △ 8,012 26,196 962 27,158 

当期変動額合計 2,171 32,037 △ 8,012 26,196 962 105,734 

当期末残高 5,112 3,138 △ 8,012 238 5,831 1,199,863 
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４．連結注記表 

 

 

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

 

1. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数および主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数           29社 

主要な連結子会社の名称 

FANUC America Corporation      FANUC Europe Corporation 

KOREA FANUC CORPORATION       TAIWAN FANUC FA CORPORATION             

FANUC INDIA PRIVATE LIMITED        ファナックパートロニクス株式会社 

ファナックサーボ株式会社 

 

FANUC Robotics America Corporation は FANUC FA AMERICA CORPORATION を 吸 収 合 併 し 、 FANUC America 

Corporationと改名しております。またFANUC Europe Corporationはヨーロッパの子会社を統合致しました。こ

れらの結果、連結子会社の数が10社減少致しました。 

子会社のうちファナック機電株式会社他は連結の範囲に含まれておりません。 

これら非連結子会社の総資産、売上高、純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等はい

ずれも夫々小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりません。 

 

2. 持分法の適用に関する事項 

  持分法適用関連会社 2社 

会 社 名：BEIJING-FANUC Mechatronics CO., LTD. 

SHANGHAI-FANUC Robotics Co., LTD. 

適用外の非連結子会社（ファナック機電株式会社他）の純損益（持分に見合う額）および利益剰余金 (持分に見

合う額）等はいずれも夫々小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりません。 

 

3. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

(ｲ) 有価証券 

その他有価証券 

(時価のあるもの) 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております｡） 

(時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

(ﾛ) 棚卸資産 

主として個別法および総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）であります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(ｲ) 有形固定資産 

主として定率法によっております。ただし、当社および国内連結子会社については、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法を採用しております。 

(ﾛ) 無形固定資産 

主として定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

(ｲ) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(ﾛ) アフターサービス引当金 

当社商品のアフターサービス費用の発生額を売上高と期間対応させるために、過去の実績値を勘案し計上

しております。また、特定の案件については個別に必要見込額を検討して計上しております。 



 6

(4) のれんの償却に関する事項 

のれんは、５年間で均等償却しております。 

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

 (ｲ) 退職給付に係る会計処理の方法 

     ・退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。 

・数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10～11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10～11年）に

よる定額法により費用処理しております。 

(ﾛ) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益お

よび費用は期中平均相場により円貨に換算し、為替差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め

ております。 

(ﾊ) 消費税等の会計処理の方法 

税抜方式によっております。 

(6) 会計方針の変更   

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下「退職給付会計基準」と

いう。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成 24 年 5 月 17

日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第 35

項本文および退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控

除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費

用を退職給付に係る負債に計上いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従っており、当

連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減

しております。 

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が40,456百万円計上されております。また、その

他の包括利益累計額が8,012百万円減少しております。 

 

連結貸借対照表に関する注記 

 

1. 有形固定資産減価償却累計額 227,227百万円

  

2. 保証債務残高 104百万円

従業員住宅ローンに対する債務保証を行っております。 

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 

1. 当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数 

  普通株式 239,508,317株
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2. 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 
 

(決議) 株式の種類 

配当金の 

総額 

(百万円) 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 16,056 82円04銭 平成25年３月31日 平成25年６月28日 

平成25年10月29日 

取締役会 
普通株式 15,030 76円80銭 平成25年９月30日 平成25年12月２日 

計  31,086    

 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成26年６月27日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案いた

します。 

① 配当金の総額 18,248百万円

② １株当たり配当額 93円26銭

③ 基準日 平成26年３月31日

④ 効力発生日 平成26年６月30日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

金融商品に関する注記 

1.  金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取り組み方針 

 当社グループは、所要資金を全て自己資金により充当し、外部からの調達は行っておりません。また、デリバ

ティブ取引は行っておりません。 

 

(2) 金融商品の内容およびそのリスク 

      営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあた

り生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は主に業務上の関係を有

する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク） 

当社グループは、営業債権について、債権管理規定に従い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、

取引先ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っ

ております。 

 

② 市場リスク（為替等の変動リスク） 

当社グループは、外貨建ての営業債権について為替の変動リスクに晒されております。 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係

を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

     平成 26 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注 2）参照）。 

(単位：百万円) 

 連結貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額 

(1)現金及び預金 

(2)受取手形及び売掛金 

(3)投資有価証券 

その他有価証券 

(4)支払手形及び買掛金 

(5)未払法人税等 

       823,670

91,698

9,415

(26,192)

(30,787)

823,670 

91,698 

 

9,415 

(26,192) 

(30,787) 

―

―

―

―

―

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 資産 

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

（3）投資有価証券 

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。 

なお、有価証券はその他の有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差

額は以下のとおりです。 

（単位：百万円） 

 種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額 

株式 9,414 3,299 6,115連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 小計 9,414 3,299 6,115

株式  ―  ―   ―

債券 1 1 ―
連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
小計 1 1 ―

合計 9,415 3,300 6,115

 

負債 

（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

非上場株式（連結貸借対照表計上額 32,329 百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積も

ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券 その他有価

証券」には含めておりません。 

 

（注 3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 1 年以内 1 年超 

5 年以内 

5 年超 

10 年以内 

10 年超 

現金及び預金 

受取手形及び売掛金 

投資有価証券 

 その他有価証券のうち満期があるもの 

823,670

91,698

―

―

―

1

― 

― 

 

― 

―

―

―

合計 915,368 1 ― ―
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１株当たり情報に関する注記 

 

 １株当たり純資産 6,102円20銭

  

 １株当たり当期純利益 566円86銭

 


